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２０２３年１０月２４日 

 

 

湯河原パークウェイ 使用料金（通行料金）の割引について 

 

 

使用料金（通行料金）の割引に関する詳細は、下記のとおりです。 

 

記 

 

１． 使用料金の割引 

（単位：円） 

車両区分 割引料金 種  類 

二輪車 ２００ 
障害者割引 

軽・小型・普通 

自動車 

３００ 

６，０００ 回数券（１３回券） 

１）回数券割引 

割引率を２３．１％とし、１０回券料金につき１３回券とする。（軽・小型・普通自動車

に限る） 

 

２）障害者割引 

（１）適用範囲 

障害者割引措置（以下「本措置」という。）は、身体障害者が自ら自動車を運転す

る場合又は重度の身体障害者若しくは重度の知的障害者が乗車し、その移動のため

に本人以外の者が自動車を運転する場合に、本措置の適用を受けようとする自動車

に対して講ずるものとする。 

①身体障害者が自ら自動車を運転する場合 

(ア)身体障害者の範囲 

身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により

身体障害者手帳の交付を受けている者（１５才未満の者につき、その保護者が身

体障害者手帳の交付を受けている場合における当該保護者を除く。） 

 

(イ)自動車の範囲 

身体障害者が自ら運転する乗用自動車（自動車検査証の「用途」に乗用と記録

されているもので、乗車定員１０人以下のもの。以下同じ。）、貨物自動車（自動

車検査証の「用途」に貨物と記録されているもので、後部座席が設置され乗車定
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員が４人以上１０人以下のもののうち、乗車設備と荷台に仕切がないもの又は乗

車設備と荷台が仕切られているもので最大積載量が５００ｋｇ以下のもの。以下

同じ。）、特種用途自動車（自動車検査証の「用途」に特種と記録されているもの

のうち、「車体の形状」に車いす移動車（身体障害者輸送車）、患者輸送車又はキ

ャンピング車と記録されているもので、乗車定員が１０人以下のもの。以下同じ。）

又は二輪自動車（総排気量が１２５ｃｃを越えるもの。以下同じ。）で、当該身体

障害者又はその親族等（配偶者、直系血族及びその配偶者、兄弟姉妹及びその配

偶者並びに同居の親族等。以下同じ。）が所有するもの（自動車検査証又は軽自

動車届出済証（以下「自動車検査証等」という。）の「所有者の氏名又は名称」に

当該身体障害者若しくはその親族等の氏名が記録されているもの又は割賦契約若

しくは長期の賃貸借契約等により自動車を利用している場合であって、自動車検

査証等の「使用者の氏名又は名称」に当該身体障害者若しくはその親族等の氏名

が記録されているもの。）のうち、（２）①に定める利用手続を行ったもの。ただ

し、営業用の自動車（割賦契約若しくは貸借契約等により自動車を利用している

場合以外であって、自動車検査証等の「所有者の氏名又は名称」若しくは「使用

者の氏名又は名称」に法人名が記録されているもの、自動車検査証等の「自家用・

事業用の別」に事業用と記録されているもの又は外見上営業のために使用してい

ることが明らかであるもの等。以下同じ。）を除く。 

 

(ウ)自動車の範囲の例外措置 

(イ)に該当する自動車以外の自動車で本措置の適用を受けようとする場合は、

（２）①又は（２）②に定める利用手続を行った身体障害者が自ら運転する乗用

自動車、貨物自動車、特種用途自動車又は二輪自動車も、本措置の対象とする。

ただし、営業用の自動車を除く。 

 

②重度の身体障害者又は重度の知的障害者が乗車し、その移動のために本人以外の者が

自動車を運転する場合 

(ア)重度の身体障害者の範囲 

身体障害者福祉法第１５条第４項の規定により身体障害者手帳の交付を受けて

いる者（１５才未満の者につき、その保護者が身体障害者手帳の交付を受けてい

るときは、当該１５才未満の者）のうち、別表の左欄に掲げる障害の区分ごとに

それぞれ同表の右欄に掲げる等級（身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生

省令第１５号）別表第５号に定める障害の等級をいう。）に該当する障害を有す

る者及び同表の左欄に掲げる障害を２以上有し、その障害の総合の程度が同表の

右欄に準ずる者 

 

(イ)重度の知的障害者の範囲 

療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号厚生事務次官
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通知「療育手帳制度について」別紙）の定めるところにより療育手帳の交付を受

けている者のうち、障害の程度が「療育手帳制度の実施について（昭和４８年９

月２７日児発第７２５号厚生省児童家庭局長通知）」の第３の１（１）に規定す

る「重度」に該当する者 

 

(ウ)自動車の範囲 

(ア)又は(イ)に規定する者（以下「重度障害者」という。）が乗車し、その移動

のために本人以外の者が運転する乗用自動車、貨物自動車、特種用途自動車又は

二輪自動車で、当該重度障害者若しくはその親族等が所有するもの（自動車検査

証等の「所有者の氏名又は名称」に当該重度障害者若しくはその親族等の氏名が

記録されているもの又は割賦契約若しくは長期の賃貸借契約等により自動車を利

用している場合であって、自動車検査証等の「使用者の氏名又は名称」に当該重

度障害者若しくはその親族等の氏名が記録されているもの。）又はこれらの者が

これらの自動車を所有していない場合にあっては、当該重度障害者を継続して日

常的に介護している者が所有するもの（自動車検査証等の「所有者の氏名又は名

称」に当該重度障害者を継続して日常的に介護している者の氏名が記録されてい

るもの又は割賦契約若しくは長期の賃貸借契約等により自動車を利用している場

合であって、自動車検査証等の「使用者の氏名又は名称」に当該重度障害者を継

続して日常的に介護している者の氏名が記録されているもの。）のうち、（２）①

に定める利用手続を行ったもの。ただし、営業用の自動車を除く。 

 

(エ)自動車の範囲の例外措置 

(ウ)に該当する自動車以外の自動車で本措置の適用を受けようとする場合は、

（２）①又は（２）②に定める利用手続を行った重度障害者が乗車し、その移動

のために本人以外の者が運転する次のいずれかに合致する自動車についても本措

置の対象とする。 

イ 乗用自動車、貨物自動車、特種用途自動車又は二輪自動車。ただし、次のロ

及びハ以外の営業用の自動車を除く。 

ロ 道路運送法第３条第１項ハに定める一般乗用旅客自動車運送事業若しくは

同条第２号に定める特定旅客自動車運送事業に係る乗用自動車又は特種用途自

動車。 

ハ 道路運送法第７８条第２号に定める自家用有償旅客運送のうち、同法施行規

則第４９条第２号に定める福祉有償運送に係る乗用自動車又は特種用途自動

車。 

 

（２）利用手続 

身体障害者又は重度障害者であって、本措置の適用を受けようとする者（以下「対

象障害者」という。）は、以下の手続により身体障害者手帳又は療育手帳（以下「手
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帳」という。）を使用して一般自動車道を通行するものとする。 

①割引の対象となる自動車を登録する場合 

対象障害者は、次のいずれかの方法により手帳への記載等を受けるものとする。 

(ア)居住地を所管する市町村福祉事務所等において、必要事項を記入した申請書を提

出するとともに、自動車検査証等その他必要書類を提示して、手帳の所定の箇所

に、本措置の対象である旨（１）①に定める割引のみが認められる場合は「道路」、

１）②に定める割引が認められる場合は「道路介護」。）、申請署に記載した自動

車登録番号又は車両番号及び割引有効期限の記載を受ける。 

 

(イ)オンライン窓口において、必要事項の入力及び自動車検査証等その他必要書類を

添付のうえオンライン申請し、本措置の対象である旨（１）①に定める割引のみ

が認められる場合は「道路」、１）②に定める割引が認められる場合は「道路

介護」。）、申請した自動車登録番号又は車両番号、割引有効期限及び手帳に

記載された対象障害者の手帳番号が記載されたシールの発行を受け、対象障害

者が手帳の所定の箇所に貼り付ける。 

なお、上記(ア)又は(イ)により登録できる自動車は障害者1人につき1台とする。 

 

②割引の対象となる自動車の登録を行わない場合 

対象障害者は、居住地を所管する市町村福祉事務所等において、必要事項を記入し

た申請書を提出するとともに、必要書類を提示して、手帳の所定の箇所に、本措置の

対象である旨（１）①に定める割引のみが認められる場合は「道路」、１）②に定める

割引が認められる場合は「道路介護」。）及び割引有効期限の記載を受ける。 

 

（３）本措置の有効期間 

本措置の有効期間は、２の申請をした日から、その後の対象障害者の２回目の誕生

日までとする。なお、有効期間内に手帳に記載された自動車登録番号又は車両番号の

変更による本措置の申請をした日があった場合の本措置の有効期間は、従前の有効期

間にかかわらず、当該申請をした日から、その後の対象障害者の２回目の誕生日まで

とする。 

対象障害者は、有効期間の満了後も本措置を受けようとする場合は、再度２の申請

を行うものとする。この申請は有効期間の満了する日の２ヶ月前から行うことができ

るものとし、有効期間の満了日より前に申請が行われた場合（有効期間の満了日の前

２ヶ月間に、手帳に記載された自動車登録番号又は車両番号の変更による割引措置の

申請が行われた場合を含む。）、新たな有効期間は申請日の後の対象障害者の３回目

の誕生日に満了するものとする。 

 

（４）通行方法 

本措置の適用を受けようとする場合は、以下の方法により通行するものとする。 
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なお、必要な手続を行った障害者手帳アプリ（手帳の記載事項等をスマートフォン

などに表示する機能を有するアプリ）の提示により、手帳の提示に代えることができ

るものとする。 

①２）①による利用手続を行った対象障害者が、登録自動車で通行する場合 

対象障害者は、料金を支払う際、料金所係員に手帳を提示して、手帳の記載事項等

により、自ら運転していること（「道路介護」の記載がある場合は乗車していること。）、

利用する自動車の自動車登録番号又は車両番号が手帳に記載されたものと同じである

こと及び本措置の有効期間内であることの確認を受けたうえで、所定の料金を支払っ

て通行する。 

なお、対象障害者が本措置の適用を受けようとする場合は、常に手帳を携行し、自

動車道事業者から求められたときは、これを提示し、手帳の記載事項等の確認を受け

るものとする。 

 

②２）①による利用手続を行った対象障害者が、登録自動車以外の自動車で通行する場

合又は２）②による利用手続を行った対象障害者が通行する場合 

対象障害者は、料金を払う際、料金所係員に手帳を提示して、手帳の記載事項等に

より、自ら運転していること（「道路介護」の記載がある場合は乗車していること。）、

割引要件を満たす自動車であること及び本措置の有効期間内であることの確認を

受けたうえで、所定の料金を支払って通行する。ただし、１）②(エ)ロ又は

１）②(エ)ハの自動車で通行する場合には、当該運送を行う事業者又は運

送者が本措置の適用を受ける場合を除く。  

 

（５）割引料金額 

割引料金額は通常料金の半額とする。 

この場合、割引料金額の計算単位は、最小計算単位を１０円とし、１０円未満の端数

が生じる場合は、これを切り上げ１０円とする。 

 

以 上 
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別  表 

障害の区分 障害の程度 

視  覚  障  害 １級から３級までの各級及び４級の１ 

聴  覚  障  害 ２級及び３級 

肢

体

不

自

由 

上 肢 不 自 由 １級、２級の１及び２級の２ 

下 肢 不 自 由 １級、２級及び３級の１ 

体 幹 不 自 由 １級から３級までの各級 

乳幼児期以前の非進行性

の脳病変による運動機能

障害 

上肢機能障害 
１級及び２級（１上肢のみに運動機能障害がある

場合を除く。） 

移動機能障害 
１級から３級までの各級（１上肢のみに運動機能

障害がある場合を除く。） 

内

部

障

害 

心臓機能障害 １級から４級までの各級 

じん臓機能障害 １級から４級までの各級 

呼吸器機能障害 １級から４級までの各級 

ぼうこう又は直腸機能障害 １級から３級までの各級 

小腸機能障害 １級から４級までの各級 

ヒト免疫不全ウィルスによる免疫機能障害 １級から３級までの各級 

肝臓機能障害 １級から４級までの各級 

 


